
 高知県産地生産基盤パワーアップ事業費補助金交付要綱　新旧対照表

 改正後（新） 現行（旧）

 高知県産地生産基盤パワーアップ事業費補助金交付要綱 

 

第１条～第16条　（略）　 

 

（県内発注） 

第 17条　補助事業者は、補助事業の実施において県が定める「公共調達によ

る地消地産推進戦略」に沿った県内発注に努めるものとする。 

 

第18条　（略） 

 

附　則 

　この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知県産地生産基盤パワーアップ事業費補助金交付要綱 

 

第１条～第16条　（略） 

 

第17条　（略） 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別表第１（第３条、第８条関係） 別表第１（第３条、第８条関係） 

 事業 補助対象経

費

補助率 補助要件 取組主体

 耕種作物に関

する以下の事

業

 １　整備事

業（交付等

要綱別表２

のⅠ基金事

業 に お い

て、Ⅱに準

じて整備事

業を行う場

合を含む。） 

（１）収益

性向上対策 

（略）

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（１）重油ボイラ

ーで加温する施

設の場合は、以下

のいずれかに該

当すること。 

・重油ボイラー

を補助の対象と

する場合又は津

波浸水域に施設

を整備する場合

は、流出防止装置

付きタンク及び

防油堤を併せて

設置すること。 

・既存の重油ボ

イラー及び燃料

タンクを使用す

る場合は、防油堤

を設置すること。 

 

（２）次世代加算 

以下のアからエ

の全てに該当す

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業 補助対象経

費

補助率 （追加） 取組主体

 耕種作物に関す

る以下の事業

 １　整備事

業（交付等要

綱別表２の

Ⅰ基金事業

において、Ⅱ

に準じて整

備事業を行

う場合を含

む。） 

（１）収益性

向上対策 

（略）

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、以下のア

及びイの全てに

該当する者が整

備し、又は借り受

（追加） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

 

 

 

 

 

る者が整備し、又

は借り受ける施

設に限る 

ア 農業経営基盤

強化促進法に基

づき認定された

認定農業者（認定

新規就農者を含

む。）又は高知県

青年農業士育成

事業実施要綱に

基づき認定され

た青年農業士 

　※ただし認定

新規就農者につ

いては、認定農業

者への移行が確

実と見込まれる

ものであること。 

イ　第４条の規

定により交付申

請する年度の４

月１日現在にお

いて 45 歳未満の

者（法人の場合は

代表者） 

ウ　受益者、対象

農地及び受益者

が経営している

 ける施設に限る 

ア 農業経営基盤

強化促進法に基

づき認定された

認定農業者（認定

新規就農者を含

む。）又は高知県

青年農業士育成

事業実施要綱に

基づき認定され

た青年農業士 

　※ただし認定

新規就農者につ

いては、認定農業

者への移行が確

実と見込まれる

ものであること。 

イ　第４条の規

定により交付申

請する年度の４

月１日現在にお

いて 45 歳未満の

者（法人の場合は

代表者） 

 

 

 

 

 



  農地が地域計画

のうち目標地図

に位置付けられ

ている又は事業

実施年度中に位

置付けられるこ

とが確実である

こと。 

エ　農業者等が

IoP ク ラ ウ ド

「SAWACHI」の利

用登録をしてい

ること。 

 

※次世代型ハウ

スとは、以下のア

からウまでの全

ての条件を満た

すもの 

ア 軒高 2.5m 以

上 

イ 耐風速 35m/s

以上 

（事業対象作物

について、ハウス

の被覆期間中に

おける過去の最

大瞬間風速に基

づき、50m/s 未満

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※次世代型ハウ

スとは、以下のア

からウまでの全

ての条件を満た

すもの 

ア 軒高 2.5m 以

上 

イ 耐風速 35m/s

以上 

（事業対象作物

について、ハウス

の被覆期間中に

おける過去の最

大瞬間風速に基

づき、50m/s 未満



  とすることが妥

当であると判断

される場合にお

いては当該風速

とすることがで

きる。ただし、当

該風速が 35m/s 

を下回る場合に

おいては 35m/s 

を下限とする。ま

た、ハウスが風害

を受けないよう

保守点検をする

など適切に管理

すること。） 

ウ 環境制御装置

を標準整備 

 （２）生産

基盤強化対

策 

（略）

（略） 重油ボイラーで

加温する施設の

場合は、以下のい

ずれかに該当す

ること。 

・重油ボイラー

を補助の対象と

する場合又は津

波浸水域に施設

を整備する場合

は、流出防止装置

（略）

 とすることが妥

当であると判断

される場合にお

いては当該風速

とすることがで

きる。ただし、当

該風速が 35m/s 

を下回る場合に

おいては 35m/s 

を下限とする。ま

た、ハウスが風害

を受けないよう

保守点検をする

など適切に管理

すること。） 

ウ 環境制御装置

を標準整備 

 （２）生産基

盤強化対策 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （追加） （略）



 

別表第２～別表第３　（略） 

 

別記 

第１号様式（第４条関係）　（略） 

別添１ 

１　（略） 

２（１）ア～イ　（略） 

　　　　ウ（ア）事業計画の策定及び農業機械の導入実証に要する経費等（導

入実証等支援） 

a　計画策定等に要する経費 

（略） 

b　技術実証に要する経費 

別表第２～別表第３　（略） 

 

別記 

第１号様式（第４条関係）　（略） 

別添１ 

１　（略） 

２（１）ア～イ　（略） 

　　　　ウ（ア）事業計画の策定及び農業機械の導入実証に要する経費等（導

入実証等支援） 

（追加） 

（略） 

（追加） 

 

 

 

 付きタンク及び

防油堤を併せて

設置すること。 

・既存の重油ボ

イラー及び燃料

タンクを使用す

る場合は、防油堤

を設置すること。 

 （略） （略） （略）

 ２　基金事

業

（略） （略） （略）

 ３　特別承

認事業

（略） （略） （略）

 地域

協議

取組

主体

対

象

面積

（ha

農業

者数

事業内容

（実証機械

完了予

定（完

総

事

負担区分 備

考  県費補助金 市 そ

  

 

 

 

 

 

 

 

 （略） （略） （略）

 ２　基金事

業

（略） （略） （略）

 ３　特別承

認事業

（略） （略） （略）



 

　　　　　（イ）施設運営に係る専門家の招聘に要する経費（伴走支援） 

　　　　　エ　（略） 

３～６　（略） 

参考様式１（第１号様式　別添１添付様式） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）施設運営に係る専門家の招聘に要する経費（伴走支援） 

エ　（略） 

３～６　（略） 

参考様式１（第１号様式　別添１添付様式） 

（略） 

 会等

名

名及

び地

区名

作

物

名

） リース（能

力、台数）

等）

了）年

月日

業

費

国

費

県

費

町

村

費

の

他

 円 円 円 円 円 円

 
 
 合計

 地域

協議

会等

取組

主体

名及

び地

区名

対

象

作

物

名

面積

（ha

）

農

業

者

数

事業内容 

（削除）

完了予定

（完了）

年月日

総事

業費

負担区分 備

考  県費補助金 市

町

村

費

そ

の

他

 国

費

県

費

 円 円 円 円 円 円

 
 

 合計

 番

号

取

組

主

体

名

借受者

氏名

青年

農業

士・

認定

農業

者等

の区

分

生年

月日

年齢

（　

年４

月１

日現

在）

事業

内容

（施

設区

分、

棟

数、

面積

総

事

業

費

負担区分 K

C

番

号

流 出

防 止

装 置

付 き

タ ン

ク 及

び 防

油堤

備

考  県費補助

金

市

町

村

費

そ

の

他  国

費

県

費

 地域

協議

会等

取組

主体

名及

び地

区名

対

象

作

物

名

面積

（ha

）

農

業

者

数

事業内容 

（実証機械

リース（実

証機械リー

ス等）

完了予定

（完了）

年月日

総事

業費

負担区分 備

考  県費補助金 市

町

村

費

そ

の

他

 国

費

県

費

 円 円 円 円 円 円

 
 
 合計

 番

号

取

組

主

体

名

借受

者氏

名

青年農

業士・

認定農

業者等

の区分

生

年

月

日

年齢

（　

年４

月１

日現

在）

事業内

容（施

設区

分、棟

数、面

積等）

総

事

業

費

負担区分 （

追

加

）

（

追

加

）

備

考  県費補助金 市

町

村

費

そ

の

他

 国

費

県

費



 

 

（注）１～４　（略） 

５　「KC番号」欄には、IoP クラウド「SAWACHI」の KC 番号を記入す

るものとする。 

KC 番号とは、IoP クラウドの利用承認アカウント通知書に記載さ

れている KC と６桁の数字で構成されている番号のこと。 

　　　６　「流出防止装置付きタンク及び防油堤」欄には、流出防止装置付

きタンク及び防油堤を整備する補助事業名又は活用予定の補助事業

名を記入するものとする。 

７　「備考」欄には、次世代加算に該当する者に、次世代加算と記入

するものとする。 

 

参考様式２～参考様式４　（略） 

第２号様式～第９号様式　（略） 

第９－２号様式 

ア～イ　（略） 

ウ（ア）事業計画の策定及び農業機械の導入実証に要する経費等（導入実証等

支援） 

a　計画策定等に要する経費 

（略） 

b　技術実証に要する経費 

（注）１～４　（略） 

（追加） 

 

５　「備考」欄には、次世代加算に該当する者に、次世代加算と記入

するものとする。 

 

 

 

 

 

 

参考様式２～参考様式４　（略） 

第２号様式～第９号様式　（略） 

第９－２号様式 

ア～イ　（略） 

ウ（ア）事業計画の策定及び農業機械の導入実証に要する経費等（導入実証等

支援） 

（追加） 

（略） 

（追加） 

 

 

 等）

 ．　．

 ．　．

 ．　．

 計

 地域

協議

取組主

体名及

対象

作物

面積

（ha

農

業

事業内容

（実証機械

完了予

定（完

総

事

負担区分 備

考  県費補助金 市 そ

 ．

　．

 ．　．

 青年農業士　　人

 認定農業者　　人

 その他農業者 　　人



 

　（イ）施設運営に係る専門家の招聘に要する経費（伴走支援） 

エ　（略） 

 

第 10 号様式　（略）

 

 

 

 

 

 

 

（イ）施設運営に係る専門家の招聘に要する経費（伴走支援） 

エ　（略） 

 

第 10 号様式　（略）

 会等

名

び地区

名

名 ） 者

数

リース（能

力、台数）

等）

了）年

月日

業

費

国

費

県

費

町

村

費

の

他

 円 円 円 円 円 円

 
 
 合計

 地域

協議

会等

名

取組

主体

名及

び地

区名

対象

作物

名

面積

（ha

）

農業

者数

事業内容 

（削除）

完了予

定（完

了）年

月日

総

事

業

費

負担区分 備

考  県費補助金 市

町

村

費

そ

の

他

 国

費

県

費

 円 円 円 円 円 円

 
 
 合計

 地域

協議

会等

名

取組

主体

名及

び地

区名

対象

作物

名

面積

（ha

）

農業

者数

事業内容

（実証機械

リース（実

証機械リー

ス等）

完了予

定（完

了）年

月日

総

事

業

費

負担区分 備

考  県費補助金 市

町

村

費

そ

の

他

 国

費

県

費

 円 円 円 円 円 円

 
 

 合計


